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第1章はじめに
税法の実体法規定を中心の論点とする税務会計論において、税額計算
の理解は必修の研究項目であるが、この論文はエクセルを用い給与計算
および年末調整システムを作成することにより、所得税法の規定をより
明確に理解し、かつ興味深いものとすることができうることを目的とし
て作成したものである。
この論文が税務会計論学習者の一助となれば幸いである。
第2章年末調整の意義
1．所得税法による年末調整の規定
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年末調整とは所得税法第190条の規定によって、居住者が「給与所得者
の扶養控除等申告書」を提出した場合に、その提出を受けた給与等の支
払者（主たる勤務先）が、その年最後に給与等の支払をする場合に、そ
の居住者の給与等にかかる年税額の精算として行うものである。
その内容は、その年中に支払うべきことが確定した給与等の金額が
二千万円以下であるものに対して、その給与等にかかる所得税の額の合
計額がその年最後に給与等の支払をする時の現況により計算した税額に
比し過不足があるときは、その超過額は、その年最後に給与等の支払を
する際徴収すべき所得税に充当し、その不足額は、その年最後に給与等
の支払をする際徴収してその徴収の日の属する月の翌月十日までに国に
納付しなければならないこととされている。
2．年末調整の意義
年末調整は上記に述べたように、その年における税額の精算をおこな
うものであるが、確定申告について所得税法第121条（確定申告を要しな
い場合）の規定があるように、年末調整の適用を受けた給与所得者の多
くは確定申告が不要となる。この規定は年末調整の対象となったその年
において給与所得を有する居住者のうち、その年中に支払を受けるべき
給与等の金額が二千万円以下であるもので一の給与等の支払者から給与
等の支払を受け、かつ、当該給与等の全部にっいて「給与所得に係る源
泉徴収義務」の規定および「年末調整」の規定によって所得税の徴収を
された又はされるべき場合において、その年分の「給与所得及び退職所
得以外の所得金額」が二十万円以下であるときは、この所得税法第121条
の規定により、確定申告を要しないこととなるというものである。この
規定により、多くの給与所得者は、この年末調整でその年分の所得税の
課税が完結し確定所得申告を要しないこととなる。
また、この年末調整の際に源泉徴収票が作成されるが、これと同時に
作成される給与支払報告書が住所地の市町村に送られ、これにより個人
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住民税（市町村民税および道府県民税）の特別徴収が行われる。これに
よって、給与所得者は給与等に係る所得に対しては、特別な場合を除い
て自ら納税事務を行うことなうことは不要となっているのである。
第3章所得税の課税標準
居住者に対して課する所得税の課税標準は、総所得金額、退職所得金
額及び山林所得金額となっている。この他にも租税特別措置法で土地建
物の譲渡に関して長期譲渡所得の金額、短期譲渡所得の金額などがある
がここでは省略する。
ここに課税標準とは、課税対象物を数量化、金額化したもので、これ
に税率を乗じると税額が算定される。
すなわち下記の計算式が税額計算の基本構造である。
課税標準額×税率＝税額
ただし、所得税は個人の所得を課税対象としているため一律的に税額
を適用することは、各種所得の担税力の面からふさわしいものではな
い。そこで、所得税では所得税法上において下記第4章で述べるように、
所得を10通りに分類し、さらに個人的事情を考慮するために所得控除の
規定をもうけている。
第4章所得税額の計算方法
居住者に対して課する所得税の額は、次に定める順序により計算する。
1．各種所得の金額の計算
居住者に対して課する所得税は、まずその年中の所得を利子所得、配
当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所得、譲渡
所得、一時所得又は雑所得に区分し、これらの所得ごとに所得の金額を
計算する。
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なお、山林所得、譲渡所得（長期）、および一時所得の所得金額を計算
する場合には50万円の特別控除を行う。
また、退職所得の金額は収入金額から退職所得控除額を控除した残額
を二分の一とした金額になる。
この各種所得を、経常的か臨時一時的なものか。また、勤労所得か不
労、資産所得かによって分類すると下記のようなものとなる。
????????経常的所得 臨時、一時的所得
利子所得、配当所得、不動産所得 譲渡所得、一時所得
事業所得、給与所得、雑所得 山林所得、退職所得
この表により、山林所得、譲渡所得（長期）、および一時所得にっい
ては、その所得の性質上、長期にわたって発生した所得がその年におい
て実現したと考えるので、これらの所得金額を計算する場合には50万円
の特別控除を行うことによって、担税力に応じた課税の調整を行ってい
る。なお、退職所得の金額は収入金額から勤続年数に応じた退職所得控
除額を控除した残額の二分の一とされているが。この退職所得控除額は
最低限でも80万円を控除することになっている。
IL損益通算および課税標準額の計算
1の各種所得の金額を基礎として、損益通算及び損失の繰越控除の規
定により総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額を計算する。
退職所得金額は退職所得の金額から構成され、また山林所得金額は山
林所得の金額から構成される。
退職所得は給与所得者の特性に鑑み、退職時に課税関係を終了させる
ことを前提として独立した課税標準を構成する。
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また、山林所得金額は山林所得の特性により山林の伐採または譲渡が
他の所得には類を見ない長期間にわたる所得であるため、後に述べるよ
うに五分五乗方式による税額計算を行うため独立した課税標準を構成す
る。
それ以外の利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、
譲渡所得、一時所得又は雑所得が総所得金額を構成することになるので
ある。なお、総所得金額を計算する際には、譲渡所得の金額のうち長期
（保有期問5年以上）および一時所得の金額は二分の一にして合算され
る。
m．所得控除および課税所得金額の計算
所得控除の規定により上記IIの総所得金額、退職所得金額又は山林所
得金額から基礎控除その他の控除をして第八十九条第二項（税率）に規
定する課税総所得金額、課税退職所得金額又は課税山林所得金額を計算
する。
（課税標準額一所得控除）×税率
所得控除は下記のように大きく①支出、損失の控除、②保険料の控除、
③人的控除の三区分に分類できる。
1．支出、損失の控除
この支出、損失の控除は、雑損控除、医療費控除及び寄付金控除から
なり、これらの控除額は課税標準額との判定があるため、年末調整では
行われず全て確定申告によって行う。
（1）雑損控除
居住者または居住者と生計を一にする一定のものが災害又は盗難も
しくは横領により生活に通常必要な一定の資産について損害を受けた
場合には、その居住者の総所得金額等の課税標準額から下記の金額の
うちいずれか多い金額を控除する。
一89一
藤浪英也
①（損失の金額一保険金等で補填される金額）一課税標準額×1／10
②災害関連支出一5万円
（2）医療費控除
居住者及び居住者と生計を一にする配偶者その他の親族に対して医
療費を支払った場合には下記の金額を控除する。
（支出医療費の金額一保険金等で補填される金額）一課税標準額×5／100
ただし課税標準額×5／100が10万円を超える場合には10万円とす
る。
また、医療費控除の金額は200万円を限度とする。
（3）寄付金控除
居住者が一定の寄付金を支出した場合には、その居住者の総所得金
額等の課税標準額から下記の金額のいずれか少ない金額から5，000円を
差し引いた額を控除する。
①その年中に支出した特定寄付金の額
②課税標準額×40／100
2．保険料の控除
保険料の控除は、公的保険と私的保険とに区分される。公的保険は全
額が控除されるのに対し、私的保険は一定限度額までの控除となる。ま
た、この保険料の控除は年末調整の対象となる。
（1）公的保険
①社会保険料控除
社会保険料とは、健康保険及び国民健康保険の保険料、厚生年金及
び国民年金等の保険料をいう。
②小規模企業共済等掛金控除
小規模企業共済等掛金とは、小規模企業共済法に規定する掛金等を
言う。
（2）私的保険
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私的保険には、生命保険料控除および地震保険料控除（損害保険料
控除に代わるもの）がある。
①生命保険料控除
生命保険料控除には一般の生命保険料控除と個人年金にかかる生命
保険料控除がある。おのおの下記によって計算された金額による。
ア支出額が25，000円以下……支払った保険料の全額
イ支出額が25，000円を超え50，000円以下
一支払った保険料の金額×1／2＋12，500円
ウ支出額が50，000円を超え100，000円以下
・・支払った保険料の金額×1／4＋25，000円
工支出額が100，000円を超える場合……50，000円
②地震保険料控除
居住者また居住者と生計を一にする配偶者その他の親族がその有す
る居住用家屋その他生活に通常必要な資産について地震等損害による
損失の補填として地震保険を支払った場合には、下記の金額を控除す
る。
ア支出額が50，000円以下……支払った保険料の全額
イ支出額が50，000円を超える場合……50，000円
3．人的控除
人的控除には、社会的弱者の控除と生活費の控除がある。これも年末
調整の対象となる。
（1）社会的弱者の控除
社会的弱者の控除には、障害者控除、寡婦（夫）控除、及び勤労学
生控除があり基本的な控除額は27万円である。ただし、特別障害者は
40万円、特定の寡婦については35万円の控除となる。
（2）生活費の控除
生活費の控除は、配偶者控除、扶養控除及び基礎控除からなり、基
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本となる控除額は38万円である。また、控除対象配偶者とならない配
偶者がいる場合一定の金額を配偶者特別控除額として控除する。
合計所得金額による控除額
配偶者控除額 控除額 同居特別障害者の場合
一般控除対象配偶者
老人控除対象配偶者
380，000
480，000
730，000
830，000
扶養控除額 控除額同居特別障害者の場合
一般扶養親族
老人扶養親族
同居老親等扶養親族
特定扶養親族
380，000
480，000
580，000
630，000
730，000
830，000
930，000
980，000
配偶者特別控除額 控除額
380，001円から399，999円まで
400，000円から449，999円まで
450，000円から499，999円まで
500，000円から549，999円まで
550，000円から599，999円まで
600，000円から649，999円まで
650，000円から699，999円まで
700，000円から749，999円まで
750，000円から759，999円まで
760，000円以上
380，000
360，000
310，000
260，000
210，000
160，000
110，000
60，000
30，0000合計所得金額による控除額
4．所得税額の計算
上記3の課税総所得金額、課税退職所得金額又は課税山林所得金額
を基礎として、第3章第1節（税率）の規定により所得税の額を計算
する。
課税山林所得金額は5分の1した金額に税率区分をあてはめ、その計
算された金額を5倍するいわゆる5分5乗方式により税額を計算する。
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所得税の税額表
課税される所得金額 税率％ 控除額
1，000円から1，949，000円まで5 0
1，950，000円から3，299，000円まで10 97，500
3，300，000円から6，949，000円まで20 427，500
6，950，000円から8，999，000円まで23 636，000
9，000，000円から17，999，000円まで33 1，536，000
18，000，000円以上 40 2，796，000
5．税額控除
税額控除の規定により配当控除及び外国税額控除並びに住宅取得特
別控除等を受ける場合には、4の所得税の額に相当する金額からその
控除をした後の金額をもつて所得税の額とする。
6、給与等に係る徴収税額（給与に対する源泉徴収税額の計算）
所得税法第百八十五条において給与等の支払者に源泉徴収義務が課
せられている。給与等の支払者が支払う給与等について第百八十三条
第一項の源泉徴収義務の規定により徴収すべき所得税の額は、給与所
得者の扶養控除等申告書を提出した居住者に対しては、その給与等の
金額にたいして、当該申告書に記載された「主たる給与等に係る控除
対象配偶者及び扶養親族」の有無及びその数に応ずる別表第二の甲
欄に掲げる税額を徴収することとなる。この徴収された税額は年末調
整によって精算される。
一93一
藤浪英也
（四） （440，000円～589，999円）
その月 の社会保 甲
険料等控除後の 扶 養 親族 等 の 数 乙
給与等の金額 0人 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人
以上 未満 税 額 税額円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
440，000443，00019，680 16，360 13，190 10，030 7，490 5，910 4，330 2，740 102，800
443，000446，00020†160 16，600 13，43010，270 7，610 6，〔）30 4，450 2，860104，400
446，000449，00020，640 16，840 13，670 10，5107，730 6，150 4，570 2，980105，900
449，000452，00021，120 17，080 13，91〔） 10，750 7，850 6，270 4，690 3，100107，400
452ρOO 455，00021，600 17，320 14，150 10，9907，970 6，390 4，810 3，220 109，000
455，000458，00022，080 17156014，390 11，2308，090 6，510 4，930 3，340 110，500
458，000461，00022，560 17，800 14，630 11，4708β006，630 5ρ50 3，460 112，100
461，000464，00023，040 18，040 14，870 11，710 8，540 6，7505，170 3，580 113，600
464ρ00 467，00023，520 1828015，110 11，950 8，780 6β705，290 3，700 115，100
467，000470，00024ナ000 18152015，350 12，190 9，020 6，990 5，410 3，820 116，700
470，000473，00024，480 18，760 15，590 12，4309，260 7，110 5，530 3，940 U8，200
473，000476，00024，960 19ρ00 15，830 12，6709，500 7，230 5，650 4，060119，800
476，000479，00025，4401924016，070 12，910 9，740 7，350 5，7704，180 121β00
479，000482，00025，920 19，590 16，310 13，1509，980 7，470 5，8904，300 122，800
482ρ00 485，00026，400 20，070 16，550 13，390 10，2207，590 6，0104，420 124，400
（1）（国税庁『平成20年4月以降分源泉徴収税額表』より）
この表で見れば左側の社会保険料控除後の金額欄に応じた行の該当す
る「扶養親族の数」欄の金額が徴収すべき給与等にかかる源泉徴収税額
である。
たとえば社会保険料控除後の給与等の金額が454，000円で扶養親族が二
人のときは、452，000円から455，000円の行に該当するので、その行の扶
養親族の数を当てはめれば14，150円となる。これが給与から徴収すべき
源泉所得税額である。
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第5章エクセルによる給与計算システムの設計
A B C
1 給与台帳 1月
2 扶養等の人数 2
3 1月額給与 400，000
4 2厚生年金健康保険 50，593
5 3雇用保険（給与×7／1000） 2，800
6 4 社会保険合計（2＋3） 53，393
7 5社会保険控除後の給与（1－4） 346，607
8 6給与所得控除額 114，321
9 7扶養等控除額 95，001
10 8課税給与所得金額（5－6－7） 137，285
11 9 所得税額 6，860
1210差引支給給与額（1－4－9） 339，747
1311非課税交通費 27，400
1412その他の控除（住民税、組合費）
15 13 支給額（10＋11－12）367，147
1．給与所得の意義
給与所得とは、所得税法第28条において、「俸給、給料、賃金、歳費
及び賞与並びにこれらの性質を有する給与（以下この条において「給与
等」という。）に係る所得をいう。』とされている。また給与所得の金額
は、「その年中の給与等の収入金額から給与所得控除額を控除した残額」
とするとある。ここで税法上「残額」とは控除した後の正の整数の金額
をいう。
給与所得の金額＝給与等の収入金額一給与所得控除額
給与所得控除額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に定
める金額とする。
一前項に規定する収入金額が百八十万円以下である場合当該収入金
額の百分の四十に相当する金額（当該金額が六十五万円に満たない場
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合には、六十五万円）
二前項に規定する収入金額が百八十万円を超え三百六十万円以下であ
る場合七十二万円と当該収入金額から百八十万円を控除した金額の
百分の三十に相当する金額との合計額
三前項に規定する収入金額が三百六十万円を超え六百六十万円以下で
ある場合百二十六万円と当該収入金額から三百六十万円を控除した
金額の百分の二十に相当する金額との合計額
四前項に規定する収入金額が六百六十万円を超え千万円以下である場
合百八十六万円と当該収入金額から六百六十万円を控除した金額の
百分の十に相当する金額との合計額
五前項に規定する収入金額が千万円を超える場合二百二十万円と当
該収入金額から千万円を控除した金額の百分の五に相当する金額との
合計額
なお、その年中の給与等の収入金額が六百六十万円未満である場合
には、当該給与等に係る給与所得の金額は、前二項の規定にかかわら
ず、当該収入金額を別表第五の給与等の金額として、同表により当該
金額に応じて求めた同表の給与所得控除後の給与等の金額に相当する
金額とする。
っまり、年末調整を行う場合の給与所得の金額は、計算の煩雑さを解
消するために、給与等の年額（いわゆる年収）が660万円以下の場合に
は、計算式によらず、表五によることになる。このためエクセルで計算
式を作る場合には、階差の問題が生じこれを解消するために、今回は演
算領域を設けそこで計算する手法をとった。
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（3，972，000円～4，571，999円）
給与等の金額 給与所得控 給与等の金額 給与所得控 給与等の金額 給与所得控
除後の給与除後の給与 除後の給与
以上 未満 等の金額 以上 未満 等の金額 以上 未満 等の金額
円 円 円 円 円 円 円 円 円
3，972，0DO3，976，000 2，637，6004，172，000 4，176，0002，797，6004，372，0004，376，000 2，957，600
3，976，0003，980，000 2，640，8004，176，0004，180，000 2，800，8004，376，000 4，380，0002，960，800
3，980，0003，984，000 2，644，0004，180，0004，184，000 2，804，000 4，380，0004，384，000 2，964，000
3，984，0003，988，000 2，647，2004，184，000 4，188，0002，807，200 4，384，0004，388，000 2，967，200
3，988，000 3，992，0002，650，4004，188，000 4，192，000 2，810，4004，388， 00 4，392，0002，970，400
3，992，0003，996，000 2，653，6004，192，0004，196，000 2，813，6004，392，GOO4，396，000 2，973，600
3，996，OOO4，000，000 2，656，8004，196，000 4，200，0002，816，8004，396，0004，400，000 2，976，800
4，000，0004，004，000 2，660，0004，200，DOO4，204，000 2，820，0004，400，0004，404，000 2，980，000
4，004，0004，008，000 2，663，2004，204，0004，208，000 2，823，2004，404，0004，408，000 2，983，200
4，008，0004，012，000 2，666，4004，208，0004，212，000 2，826，400 4，408，0004，412，000 2，986，400
4，012，0004，016，000 2，669，6004，212，0004，216，000 2，829，600 4，412，0004，416，000 2，989，600
4，016，0004，020，000 2，672，8004，216，000 4，220，0002£32，8004，416，0004，420，000 2，992，800
4，020，0004，024，000 2，676，0004，220，000 4，224，0002，836，000 4，420，OOO4，424，000 2，996，000
4，024，0004，028，000 2，679，2004，224，0004，228，000 2，839，2004，424，0004，428，000 2，999，200
4，028，00D4，032，000 2，682，4004，228，0004，232，000 2，842，4004，428，0004，432，000 3，002，400
4，032，0004，036，000 2，685，6004，232，0004，236，000 2，845，600 4，432，0004，436，000 3，005，600
4，036，0004，040，000 2，688，8004，236，000 4，240，0002，848，800 4，436，0004，440，000 3，008，800
4，040，0004，044，000 2，692，0004，240，0004，244，000 2，852，000 4，440，000 4，444，0003，012，000
4，044，0004，048，000 2，695，2004，244，0004，248，000 2，855，2004，444，000 4，448，000 3，015，200
4，048，0GO4，052，000 2，698，4004，248，0004，252，000 2，858，4004，448，000 4，452，000 3，018，400
4，052，000 4，056，OOO 2，701，6004，252， 004，256，000 2，861，6004，452，0004，456，000 3，021，600
4，056，000 4，060，0002，704，8004，256，000 4，260，0002，864，8004，456，0004，460，000 3，024，800
4，060，000 4，064，OOO 2，708，0004，26 ， 004，264，000 2，868，0004，460，0004，464，000 3，028，000
4，064，000 4，068，000 2，711，2004，264， 00 4，268，0002，871，200 4，464，0004，468，000 3，031，200
4，068，000 4，072，000 2，714，4004，268， 00 4，272，0002£74，4004，468，0004，472，000 3，034，400
4，072，000 4，076，000 2，717，6004，272， 00 4，276，0002，877，6004，472，0004，476，000 3，037，600
4，076，0004，080，000 2，720，8004，276，0004，280，000 2，880，8004，476，0004，480，000 3，040，800
4，080，0004，084，000 2，724，0004，280，0004284，00021884，0004，480，0004，484，000 3，044，000
4，084，0004，088，000 2，727，2004，284，0004288，0002，887，200 4，484，0004，488，000 3，047，200
4，088，0004，092，000 2，730，4004，288，0004，292，000 2，890，4004，488，0004，492，000 3，050，400
4，G92，0004，096，000 2，733，6004，292，0004，296，000 2，893，6004，492，0004，496，000 3，053，600
4，096，0004，100，000 2，736，8004，296，0004，300，OOO 2，896，8004，496，0004，500，000 3，056，800
4，100，000 4，104，0002，740，0004，300，000 4，304，OOO2，900，0004，500，0004，504，000 3，060，000
4，104，0004，108，000 2，743，2004，304，0004，308，000 2，903，2004，504，0004，508，000 ao63，200
4，108，0004，112，000 2，746，4004，308，0004，312，000 2，906，4004，508，0004，512，000 3，066，400
4，112，0004，116，000 2，749，6004，312，000 4，316，0002，909，6004，512，0004，516，000 3，069，600
4，116，0004，120，OOO 2，752，8004，316，0004，320，000 2，912，8004，516，0004，520，000 3，072，800
4，120，0004，124，000 2，756，0004，320，0004，324，000 2，916，0004，520，0004，524，000 3，076，000
4，124，000 4，128，0002，759，2004，324，0004β28，0002，919，2004，524，0004，528，000 3，079，200
4，128，0004，132，000 2，762，4004，328，0004，332，000 2，922，4004，528，0004，532，000 3，082，400
4，132，0004，136，000 2，765，6004，332，000 4，336，0002，925，600 4，532，0004，536，000 3，085，600
4，136，0004，140，000 2，768，8004，336，000 4，340，0002，928，8004，536，0004，540，000 3，088，800
4，140，0004，144，000 2，772，0004，340，000 4，344，0002932，0004，540，0004，544，000 3，092，000
4，144，0004，148，000 2，775，2004，344，0004，348，000 2，935，200 4，544，0004，548，000 3，095，200
4，148，0004，152，000 2，778，4004，348，000 4，352，0002，938，4004，548，0004，552，000 3，098，400
4，152，0004，156，000 2，781，6004，352，0004，356，000 2，941，6004，552，0004，556，000 3，101，600
4，156，0004，160，000 2，784，8004，356，000 4，360，0002，944，8004，556，0004，560，000 3，104，800
4，工60，0004，164，000 2，788，0004，360，0004，364，000 2，948，0004，560，0004，564，000 3，108，000
4，164，0004，168，000 2，791，2004，364，0004，368，000 2，951，200 4，564，0004，568，000 3，m，200
4，168，0004，172，OOO 2，794，4004，368，0004，372，000 2，954，4004，568，0004，572，000 3，114，400
（2）（国税庁『平成19年分年末調整のしかた』より）
なお、先にも述べたように毎月の給与等の計算において用いる給与所
得控除額の計算は下記の財務省告示によることとなる。
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〔電子計算機等を使用して源泉徴収税額を計算する方法を定める財務省告示（平成20年4月以降分）〕
別表第一
その月の社会保険料等控除後の給与等の金額（A）
以上 以下 給与所得控除の額
円 円
135，416 54，167円
135，417 149，999 （A）×40％
150，000 299，999 （A）×30％＋15，000円
300，000 549，999 （A）×20％＋45，000円
550，000 833，333 （A）x10％＋100，000円
833，334円以上 （A）x5％＋141，667円
（注〉給与所得控除の額に1円未満の端数があるときは、これを切り上げた額をもってその求める給与所得控除の額とします。
（3）（国税庁『平成20年4月以降分源泉徴収税額表』より）
また、給与所得金額から控除される保険料関係の所得控除は、給与か
ら控除される社会保険料の金額のみであり、人的控除は下記別表二によ
り計算される。
別表第二
配偶者控除の額 31，667円
扶養控除の額 31，667円×扶養親族の数
基礎控除の額 31，667円
（4）（国税庁『平成20年4月以降分源泉徴収税額表』より）
すなわち、人的控除の基本額である380，000円を12で割ったものが
31，667円である。これら以外の所得控除については年末調整において考
慮することになる。
このため、年末調整では、扶養控除等異動申告書の確認や保険料控除
申告書の提出を求め、その他の人的控除や保険料控除の計算を行うので
ある。
ここまでの計算を整理すると毎月の給与に対する源泉徴収額は、（給与
総額一社会保険料）の金額をもって、給与等の収入金額とみなして給与
所得控除額を計算して給与所得金額を計算し、ここから人的控除を控除
して下記別表第三の表を用い源泉徴収税額を計算していることがわかる。
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別表第三
その月の課税給与所得金額（B〉 税額の算式以上 以下
円 円
162，500 （B）×5％
162，501 275，000 （B）x10％一8，125円
275，001 579，166 （B）×20％一35，625円
579，167 750，000 （B）×23％一53，000円
750，001 L500，000 （B）×33％一128，000円
L500，001円以上 （B）×40％一233，000円
（注）税額に10円未満の端数があるときは、これを四捨五入した額をもってその求める税額とします。
（5）（国税庁『平成20年4月以降分源泉徴収税額表』より）
一99一
藤浪英也
????????????????????????????????????????
????
????
??
????
????
卜寸R8
??｝??
卜??
???
??
??????
（????｝）??
oっ
［
駐
O
????）??
製
享
????っ
??
?》?
??
??
?》??
????
???
????
??
??
響錘恥
二
oっ
｝
??
卜寸卜①8
????
?? ??
??
卜寸卜①8
???
????っ
守卜
§
???
?? ?
????っ?
（??????
9
窪
??
??
塞
O
??
??、
O
二
?????
??? ?
??
守衷
???????????????????????????
??
爵N卜
QっF
?????
（??）
oo
??
???
﹇?
?．??．?
﹇?
﹇?
﹇?﹇?
﹇?﹇ ﹇
｝?｝?
莚
卜
O
?? ?
﹇?っ??
?? ?
??、??
?????
????
???
????
?「???
??
?????
羅悼難
O
oo
???
???
? ?
卜8罧
?
??
?
卜
?
?
（??）
ゆ
卜
???
oっ???
oっ?っ、?
鋒
oっ?っ、?
（??）?
寸
O
oり
????????????????
??
?
??
???
???
（??????）???
Qり
頃
??
oっ?
oっ?
eっ??
eっ?
eっ??
○っ?
oっ?
Qっ??
Qっ??
oっ?
oっ???
oっ???
騰叶釧唖
創
寸
??、
?????
?．?》
?．??
?、??
??．??? 》
?、?
????
??、??
?．??
?、??．??
???
［
Qり
創
創
創
創
創
創
創
創
N
N
N
N
鑛
d
??
?「?
??
??
??????
??
???
??
??
器襲
［
O
Z
Σ
」
と
つ
圏
工
σ
」
国
O
○
m
＜
。????????「??????????????????
一100一
税務会計論指導方法の研究
この給与台帳のワークシートで用いる月額給与所得控除のテーブルと
税額計算のテーブルは下記のとおりである。
1．月額給与所得控除
1 甲欄月額給与所得控除額のテーブル2 0 135，416 0 54，1673 135，417149，999 0．44 150，000299，999 0．3 15，0005 300，000549，999 0．2 45，0006 550，000833，333 0．1 100，0007 833，334 0．05141，667
2．税額計算のテーブルABC D12税額計算のテーブル13 0 162，500 0．0514 162，501 275，000 0．1 8，125
15 275，001579，166 0．2 35，625
16 579，167750，000 0．23 53，000
17 750，001，500，000 0．33128，000
18 1，500，0019999999990．4 233，000
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第6章エクセルによる年末調整システムの設計
皿年末調整のしかた
1年末調整の事務手順
年末調整の事務は、次のような手順で行います。
（枠内のページは、それぞれの事務内容を説明している箇所を示します。）
扶養控除等（異動）
申告書の受理と内容
の確認
（10ページ〉
配偶者特別控除申告
書の受理と内容の確
認
（17ページ）
保険料控除申告書の
受理と内容の確認
（21ページ）
住宅借入金等特別控
除申告書の受理と内
容の確認
（31ページ）
????
給与総額、
徴収税額の集計
（40ページ）
給与所得控除後の
給与等の金額の計
算（42ページ）
課税給与所得
金額の計算
（44ページ）
年調年税額
の計算
（45ページ）
????
???????
??????
過不足額の
精算（47ページ）
過納額の
還付（52ページ）
不足額の
守叛淵又、系内イ寸
（53ページ）
?????、?
以下、それぞれの事・務に区分し、順を追って説明します。
なお、定率減税については、平成18年分の所得税をもって廃止されています。
（6）（国税庁『平成19年分年末調整のしかた』より）
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先に計算した給与台帳から、給与手当の総額及び給与手当から源泉徴
収された税額を転記する。このワークシートではセル番地「＋011」に
おいて総額が集計されているため、この番地から引用する。また給与か
ら徴収された社会保険料についても引用してくる。給与から天引きされ
る保険料以外の保険料については、支払額を手入力することによって控
除額を計算することになる。
扶養控除等は給与台帳において既に扶養親族等の人数を入力してある
ので年末における扶養親族等の数に1（納税者）を加えた数に380，000円
を乗じた金額を記載することになる。ただし一般の扶養親族以外の老人
扶養親族や特定扶養親族がいる場合には、手入力計算となる。
所得控除額の総額が決まり課税給与所得金額が決まると税額計算とな
るが、ここでは税額計算のテーブルの下に演算領域を作り、そこで税額
計算をしたものを年税額欄に引用することとした。このほうが年税額欄
が簡略化でき、また、税額計算のテーブル近くで税額計算ができるよう
になるため、関数の設定がやりやすくなるメリットがある。
22配偶者特別控除額の計算23配偶者の合計所得金額 61500024 0 380000 025 380001399999 38000026 40000044999936000027 45000049999931000028 500000549999 26000029 550000599999 210000
，30 60000064999916000031 65000069999911000032 7000007499996000033 7500007599993000034 760000999999999035
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F GH1 J K L9 税額計算のテーブル1011 0 1，949，999 0．05
12 1，950，000 3，299，999 0．1 97，500
13 3，300，000 6，949，999 0．2 427，500
14 6，950，000 8，999，999 0．23636，000
15 9，000，000 17，999，999 0．331，230，000
16 18，000，00099，999，999，9990．4 2，490，000
17
18税額計算の 2，515，000 154000
19演算領域 一騒蟻禦Q騰製購劔8，繋13三獅6茎鍵＊鰯縣惣囲勲懸爆棲（磁8享G遡霧纐黛辮一
20
21 融S蹟e醐！¢32・，22
23
A10計算領域 C64000001265000
第7章まとめ
以上のように、表計算ソフトのエクセルを用い給与計算及びこれに伴
う年末調整システムを作成してみた。エクセルの指導上効果的なのは、
簡単な関数を用いながらも複雑な計算さえも行うことができることであ
る。また、それが実務で使われている給与台帳に近い形でフォーマット
をつくれるので、税額計算過程がより身近に理解できるところにある。
今回は、一部手入力しなければならない部分もあり今後の課題とすべ
きところも多々あるが、市販されている給与計算ソフトや年末調整ソフ
トにはかなわないものの、それなりに実務的で有用性のあるシステムが
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作成できたのではないかと思っている。
この論文が、税務会計学習者の一助となれば幸いである。
注
エクセル、Exce1はマイクロソフト社の商品名である。
（1）（国税庁『平成20年4月以降分源泉徴収税額表』P4）
（2）（国税庁『平成19年分年末調整のしかた』P70）
（3）（国税庁『平成20年4月以降分源泉徴収税額表』P20）
（4）（国税庁『平成20年4月以降分源泉徴収税額表』P20）
（5）（国税庁『平成20年4月以降分源泉徴収税額表』P20）
（6）（国税庁『平成19年分年末調整のしかた』P9）
参考文献
霜山明夫
1月
宮口定雄
成19年6月
編（2008）『平成19年分確定申告の手引き』税務研究会平成20年
編（2007）『平成19年度版税務ハンドブック』コントロール社平
（本学経営学部准教授）
一106一
